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(57)【要約】
【課題】ＴＤ方向にのみ易引裂き性を有するという、新規な多層フィルムを提供すること
。
【解決手段】本発明は、外層と、中間層と、内層とを少なくとも有する多層フィルムであ
って、前記外層及び前記内層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した直
鎖状低密度ポリエチレンを主成分として含み、前記中間層は、前記中間層全体に対して４
０質量％超８０質量％未満の環状オレフィン樹脂と、炭素数が６以上８以下のα－オレフ
ィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレンと、を少なくとも含む、多層フィルムを提供
する。
【選択図】なし
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【特許請求の範囲】
【請求項１】
　外層と、中間層と、内層とを少なくとも有する多層フィルムであって、
　前記外層及び前記内層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状
低密度ポリエチレンを主成分として含み、
　前記中間層は、前記中間層全体に対して４０質量％超８０質量％未満の環状オレフィン
樹脂と、炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレン
と、を少なくとも含む、多層フィルム。
【請求項２】
　前記外層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した前記直鎖状低密度ポ
リエチレンを、前記外層全体に対して５０質量％超１００質量％以下含み、
　前記内層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した前記直鎖状低密度ポ
リエチレンを、前記内層全体に対して５０質量％超１００質量％以下含む、請求項１に記
載の多層フィルム。
【請求項３】
　前記中間層は、炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した前記直鎖状低密度
ポリエチレンを、前記中間層全体に対して２０質量％以上６０質量％以下含む、請求項１
又は２に記載の多層フィルム。
【請求項４】
　前記中間層の厚さは、前記外層の厚さ又は前記内層の厚さに対して１～３倍である、請
求項１から３のいずれかに記載の多層フィルム。
【請求項５】
　前記多層フィルムは、インフレーションフィルムである、請求項１から４のいずれかに
記載の多層フィルム。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　本発明は、多層フィルムに関する。
【背景技術】
【０００２】
　従来より、環状オレフィン樹脂を含むフィルムは、加工性や透明性に優れるだけではな
く、手で容易に引裂けるという易引裂き性をも有するため、包装容器の材料等として多用
されてきた（例えば、特許文献１を参照）。このようなフィルムは、通常、フィルム成形
におけるＭＤ方向（フィルムの流れ方向）及びＴＤ方向（ＭＤ方向に直交する方向）の両
方に対して易引裂き性を有する。
【先行技術文献】
【特許文献】
【０００３】
【特許文献１】特開２０１２－８８５号公報
【発明の概要】
【発明が解決しようとする課題】
【０００４】
　しかし、本発明者の検討の結果、多層フィルムを構成する層及びその組成を調整するこ
とで、意外にも、ＭＤ方向には易引裂き性を有さないが、ＴＤ方向には易引裂き性を有す
る多層フィルムが得られることが見出された。従って、本発明は、ＴＤ方向にのみ易引裂
き性を有するという、新規な多層フィルムを提供する。
【課題を解決するための手段】
【０００５】
　本発明者は、外層と、中間層と、内層とを少なくとも有する多層フィルムにおいて、外
層及び内層に、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエ
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チレンを主成分として配合し、中間層には、所定量の環状オレフィン樹脂と、炭素数が６
以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレンとを配合することで
ＴＤ方向にのみ易引裂き性を有する多層フィルムが得られる点を見出し、本発明を完成す
るに至った。具体的には、本発明は下記のものを提供する。
【０００６】
　（１）　外層と、中間層と、内層とを少なくとも有する多層フィルムであって、
　前記外層及び前記内層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状
低密度ポリエチレンを主成分として含み、
　前記中間層は、前記中間層全体に対して４０質量％超８０質量％未満の環状オレフィン
樹脂と、炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレン
と、を少なくとも含む、多層フィルム。
【０００７】
　（２）　前記外層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した前記直鎖状
低密度ポリエチレンを、前記外層全体に対して５０質量％超１００質量％以下含み、
　前記内層は、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した前記直鎖状低密度ポ
リエチレンを、前記内層全体に対して５０質量％超１００質量％以下含む、（１）に記載
の多層フィルム。
【０００８】
　（３）　前記中間層は、炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した前記直鎖
状低密度ポリエチレンを、前記中間層全体に対して２０質量％以上６０質量％以下含む、
（１）又は（２）に記載の多層フィルム。
【０００９】
　（４）　前記中間層の厚さは、前記外層の厚さ又は前記内層の厚さに対して１～３倍で
ある、（１）から（３）のいずれかに記載の多層フィルム。
【００１０】
　（５）　前記多層フィルムは、インフレーションフィルムである、（１）から（４）の
いずれかに記載の多層フィルム。
【発明の効果】
【００１１】
　本発明によれば、ＴＤ方向にのみ易引裂き性を有するという、新規な多層フィルムが提
供される。
【発明を実施するための形態】
【００１２】
　以下、本発明の具体的な実施形態について詳細に説明するが、本発明は、以下の実施形
態に何ら限定されるものではなく、本発明の目的の範囲内において、適宜、変更を加えて
実施することができる。
【００１３】
＜多層フィルムの構成＞
　本発明の多層フィルム（以下、「本発明のフィルム」ともいう。）は、所定量の環状オ
レフィン系樹脂及び炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポ
リエチレンを含む中間層と、該中間層を挟み両外側に配置され、炭素数が４以上８以下の
α－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレンを主成分として含む外層及び内層
と、で構成される３層以上の多層フィルムである。以下、本発明のフィルムの構成につい
て説明する。
【００１４】
［外層及び内層］
　外層及び内層は、それぞれ、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖
状低密度ポリエチレン（以下、炭素数が４以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖
状低密度ポリエチレンを、「Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥ」ともいう。）を主成分として含む層
である。
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【００１５】
　従来より、ＭＤ方向及びＴＤ方向の両方において易引裂き性を有する層を中間層として
含む多層フィルムにおいては、外層及び内層が易引裂き性を有さなくとも、多層フィルム
全体としてはＭＤ方向及びＴＤ方向の両方において易引裂き性を有することが知られてい
た。しかし、本発明者の検討の結果、後述する中間層を、Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥを主成分
として含む外層及び内層で挟むことにより、意外にも、ＴＤ方向にのみ易引裂き性を有す
る多層フィルムが得られることが見出された。なお、炭素数が４のα－オレフィンを共重
合した直鎖状低密度ポリエチレンからなる層は、ＭＤ方向において易引裂き性を有するが
、ＴＤ方向においては易引裂き性を有さない。炭素数が８のα－オレフィンを共重合した
直鎖状低密度ポリエチレンからなる層は、ＭＤ方向及びＴＤ方向の両方において易引裂き
性を有さない。
【００１６】
　なお、本発明において、「Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥを主成分として含む」とは、外層及び
内層を構成する樹脂の過半量がＣ４～８　ＬＬＤＰＥであることを示し、外層又は内層全
体に対して、好ましくは５０質量％超、さらに好ましくは７０質量％以上のＣ４～８　Ｌ
ＬＤＰＥを含むことを指す。外層又は内層におけるＣ４～８　ＬＬＤＰＥの含有量の上限
値は、特に限定されないが、好ましくは１００質量％以下、さらに好ましくは９８質量％
以下である。
【００１７】
　Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥとしては、フィルムに通常使用されるものを使用できる。例えば
、Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥの密度は、０．９１ｇ／ｃｍ３以上０．９４ｇ／ｃｍ３未満であ
ってもよい。Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥの融点は１００℃以上１３０℃以下であってもよい。
Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥの溶融粘度は、ＩＳＯ１１４４３に準拠した、温度１９０℃、せん
断速度１２１６ｓ－１で測定した値が、５０Ｐａ・ｓ以上１０００Ｐａ・ｓ以下であって
もよい。なお、Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥの融点とは、示差走査熱量計（ＤＳＣ）を用い、Ｊ
ＩＳ　Ｋ７１２１に規定する方法に従って昇温速度１０℃／分で測定したときの融解ピー
ク温度を意味する。
【００１８】
　Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥは、１種単独でも２種以上を組み合わせて各層中に使用してもよ
い。複数の種類のＣ４～８　ＬＬＤＰＥを組み合わせて使用する場合、その割合は、得よ
うとするフィルムの加工性等に応じて適宜調整できる。
【００１９】
　使用されるＣ４～８　ＬＬＤＰＥの製造方法は特に限定されず、従来公知の一般的な触
媒を用いて、従来公知の一般的な製造方法で製造したものを使用することができる。従来
公知の触媒としては、チーグラ系触媒（チーグラーナッタ触媒等）、メタロセン系触媒、
バナジウム系触媒等を挙げることができる。従来公知の製造方法としては、気相重合法、
溶液重合法、スラリー重合法、高圧イオン重合法等の製造方法を挙げることができる。
【００２０】
　外層及び／又は内層には、本発明の目的を阻害しない範囲で、Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥ以
外に、フィルムの成分として通常使用される成分を適宜配合してもよい。このような成分
としては、Ｃ４～８　ＬＬＤＰＥ以外の樹脂（ポリエステル系樹脂等）、スリップ剤、酸
化防止剤、二次酸化防止剤、着色剤、中和剤、分散剤、光安定剤、紫外線吸収剤、滑剤、
帯電防止剤、防曇剤、核剤、顔料、着色剤、難燃剤、アンチブロッキング剤や、その他の
各種有機無機化合物等が挙げられる。これらの成分の配合量は、得ようとする効果等に応
じて適宜調整される。
【００２１】
　外層及び内層は、多層フィルムのカールを防ぎやすいという観点から、同一組成を有す
ることが好ましい。
【００２２】
［中間層］
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　中間層は、該中間層全体に対して４０質量％超８０質量％未満の環状オレフィン樹脂と
、炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレンと、を
少なくとも含む層である。
【００２３】
（環状オレフィン系樹脂）
　本発明における中間層は、単独では、環状オレフィン樹脂が有する特性上、ＭＤ方向及
びＴＤ方向の両方において易引裂き性を有する。しかし、意外にも、中間層における環状
オレフィン樹脂の含有量を中間層全体に対して４０質量％超８０質量％未満とし、かつ、
上述の外層及び内層を設けることで、多層フィルムに対してＴＤ方向にのみ易引裂き性を
有するという特異な特性を付与できる。中間層における環状オレフィン樹脂の含有量を中
間層全体に対して４０質量％以下、又は８０質量％以上とした場合のいずれにおいても、
得られる多層フィルムは、ＭＤ方向及びＴＤ方向の両方において易引裂き性を有する。
【００２４】
　中間層における環状オレフィン樹脂の含有量の下限値は、中間層全体に対して、好まし
くは４５質量％以上、さらに好ましくは５０質量％以上である。中間層における環状オレ
フィン樹脂の含有量の上限値は、中間層全体に対して、好ましくは７５質量％以下、さら
に好ましくは７０質量％以下である。
【００２５】
　本発明における環状オレフィン系樹脂は、環状オレフィンに由来する構造単位を主鎖に
含む重合体又は共重合体であれば、特に限定されない。例えば、環状オレフィンの付加重
合体又はその水素添加物、環状オレフィンとα－オレフィンとの付加共重合体又はその水
素添加物等を挙げることができる。環状オレフィン系樹脂は、１種単独で使用することも
、２種以上を併用することもできる。
【００２６】
　また、環状オレフィン系樹脂としては、環状オレフィンに由来する構造単位を主鎖に含
む上記重合体又は上記共重合体において、さらに極性基を有する不飽和化合物がグラフト
及び／又は共重合したものも挙げられる。
【００２７】
　極性基としては、例えば、カルボキシル基、酸無水物基、エポキシ基、アミド基、エス
テル基、ヒドロキシル基等を挙げることができ、極性基を有する不飽和化合物としては、
（メタ）アクリル酸、マレイン酸、無水マレイン酸、無水イタコン酸、グリシジル（メタ
）アクリレート、（メタ）アクリル酸アルキル（炭素数１～１０）エステル、マレイン酸
アルキル（炭素数１～１０）エステル、（メタ）アクリルアミド、（メタ）アクリル酸－
２－ヒドロキシエチル等を挙げることができる。
【００２８】
　また、本発明において環状オレフィン系樹脂として用いられる上記共重合体としては、
市販の樹脂を用いることも可能である。市販されている環状オレフィン系樹脂としては、
例えば、ＴＯＰＡＳ（登録商標）（ＴＯＰＡＳ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌｙｍｅｒｓ社
製）、アペル（登録商標）（三井化学社製）、ゼオネックス（登録商標）（日本ゼオン社
製）、ゼオノア（登録商標）（日本ゼオン社製）、アートン（登録商標）（ＪＳＲ社製）
等を挙げることができる。
【００２９】
　環状オレフィンとα－オレフィンとの付加共重合体として、特に好ましい例としては、
〔１〕炭素数２～２０のα－オレフィンに由来する構造単位と、〔２〕下記一般式（Ｉ）
で示される環状オレフィンに由来する構造単位と、を含む共重合体を挙げることができる
。
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【化１】

（式中、Ｒ１～Ｒ１２は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、水素原子、ハロゲン原
子、及び、炭化水素基からなる群より選ばれるものであり、
　Ｒ９とＲ１０、Ｒ１１とＲ１２は、一体化して２価の炭化水素基を形成してもよく、
　Ｒ９又はＲ１０と、Ｒ１１又はＲ１２とは、互いに環を形成していてもよい。
　また、ｎは、０又は正の整数を示し、
　ｎが２以上の場合には、Ｒ５～Ｒ８は、それぞれの繰り返し単位の中で、それぞれ同一
でも異なっていてもよい。）
【００３０】
〔〔１〕炭素数２～２０のα－オレフィン〕
　炭素数２～２０のα－オレフィンは、特に限定されるものではない。例えば、特開２０
０７－３０２７２２と同様のものを挙げることができる。また、これらのα－オレフィン
は、１種単独でも２種以上を組み合わせて使用してもよい。これらの中では、エチレンの
単独使用が最も好ましい。
【００３１】
〔〔２〕一般式（Ｉ）で示される環状オレフィン〕
　一般式（Ｉ）で示される環状オレフィンについて説明する。一般式（Ｉ）におけるＲ１

～Ｒ１２は、それぞれ同一でも異なっていてもよく、水素原子、ハロゲン原子、及び、炭
化水素基からなる群より選ばれるものである。一般式（Ｉ）で示される環状オレフィンの
具体例としては、特開２００７－３０２７２２と同様のものを挙げることができる。
【００３２】
　これらの環状オレフィンは、１種単独でも、また２種以上を組み合わせて使用してもよ
い。これらの中では、ビシクロ［２．２．１］ヘプタ－２－エン（慣用名：ノルボルネン
）を単独使用することが好ましい。
【００３３】
　〔１〕炭素数２～２０のα－オレフィンと〔２〕一般式（Ｉ）で表される環状オレフィ
ンとの重合方法及び得られた重合体の水素添加方法は、特に限定されるものではなく、公
知の方法に従って行うことができる。
【００３４】
　また、用いられる重合触媒についても特に限定されるものではなく、チーグラ系触媒（
チーグラーナッタ触媒等）、メタセシス系触媒、メタロセン系触媒等の従来周知の触媒を
用いて周知の方法により環状オレフィン系樹脂を得ることができる。
【００３５】
　環状オレフィン系樹脂のガラス転移点は３０℃以上１４０℃以下であることが好ましい
。環状オレフィン系樹脂のガラス転移点が３０℃以上であれば、成形時におけるペレット
同士のブロッキングを防止できる点で好ましい。環状オレフィン系樹脂のガラス転移点が
１４０℃以下であれば、ポリエチレン系樹脂の加工温度と近いので、樹脂のブレンド等が
容易であるため理由で好ましい。なお、環状オレフィン系樹脂のガラス転移点の調整は、
主鎖の環状オレフィン骨格の含有量を調整することで行うことができる。また、ガラス転
移点は、ＤＳＣ法（ＪＩＳ　Ｋ７１２１記載の方法）によって昇温速度１０℃／分の条件
で測定した値を採用する。
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【００３６】
（炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレン）
　中間層には、上記環状オレフィン系樹脂とともに、炭素数が６以上８以下のα－オレフ
ィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレン（以下、炭素数が６以上８以下のα－オレフ
ィンを共重合した直鎖状低密度ポリエチレンを、「Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥ」ともいう。）
が配合される。Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥの代わりに、炭素数が６未満のα－オレフィンを共
重合した直鎖状低密度ポリエチレンを中間層に配合すると、上述の外層及び内層を備えて
いても、ＭＤ方向及びＴＤ方向の両方において易引裂き性を有する多層フィルムとなる。
【００３７】
　中間層におけるＣ６～８　ＬＬＤＰＥの含有量は、得ようとする易引裂き性等の程度に
応じて適宜設定され、特に限定されない。中間層におけるＣ６～８　ＬＬＤＰＥの含有量
の下限値は、ＴＤ方向にのみ易引裂き性を有する多層フィルムが得られやすいという観点
から、中間層全体に対して、好ましくは２０質量％以上、さらに好ましくは３０質量％以
上である。中間層におけるＣ６～８　ＬＬＤＰＥの含有量の上限値は、ＴＤ方向にのみ易
引裂き性を有する多層フィルムが得られやすいという観点から、中間層全体に対して、好
ましくは６０質量％以下、さらに好ましくは５０質量％以下である。
【００３８】
　Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥとしては、フィルムに通常使用されるものを使用できる。例えば
、Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥの密度は、０．９１ｇ／ｃｍ３以上０．９４ｇ／ｃｍ３未満であ
ってもよい。Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥの融点は１００℃以上１３０℃以下であってもよい。
Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥの溶融粘度は、ＩＳＯ１１４４３に準拠した、温度１９０℃、せん
断速度１２１６ｓ－１で測定した値が、５０Ｐａ・ｓ以上１０００Ｐａ・ｓ以下であって
もよい。
【００３９】
　Ｃ６～８　ＬＬＤＰＥは、１種単独でも２種以上を組み合わせて使用してもよい。複数
の種類のＣ６～８　ＬＬＤＰＥを組み合わせて使用する場合、その割合は、得ようとする
フィルムの加工性等に応じて適宜調整できる。
【００４０】
　使用されるＣ６～８　ＬＬＤＰＥの製造方法は特に限定されず、従来公知の一般的な触
媒を用いて、従来公知の一般的な製造方法で製造したものを使用することができる。従来
公知の触媒としては、チーグラ系触媒（チーグラーナッタ触媒等）、メタロセン系触媒、
バナジウム系触媒等を挙げることができる。従来公知の製造方法としては、気相重合法、
溶液重合法、スラリー重合法、高圧イオン重合法等の製造方法を挙げることができる。
【００４１】
　中間層には、本発明の目的を阻害しない範囲で、フィルムの成分として通常使用される
成分を適宜配合してもよい。このような成分としては、環状オレフィン系樹脂及びＣ６～

８　ＬＬＤＰＥ以外の樹脂（ポリエステル系樹脂等）、スリップ剤、酸化防止剤、二次酸
化防止剤、着色剤、中和剤、分散剤、光安定剤、紫外線吸収剤、滑剤、帯電防止剤、防曇
剤、核剤、顔料、着色剤、難燃剤、アンチブロッキング剤や、その他の各種有機無機化合
物等が挙げられる。これらの成分の配合量は、得ようとする効果等に応じて適宜調整され
る。
【００４２】
＜本発明のフィルムの製造方法＞
　本発明のフィルムの製造方法は特に限定されず、例えば、従来公知のインフレーション
法や、押出成形法（Ｔダイ多層共押出法等）により製造することができる。本発明のフィ
ルムが延伸工程を経て得られる多層フィルムであると、ＴＤ方向にのみ易引裂き性を有す
るという効果を奏しやすいので、本発明のフィルムはインフレーション法によって得られ
るフィルム（インフレーションフィルム）であることが好ましい。
【００４３】
　インフレーション法によって本発明のフィルムを製造する場合、ブロー比は、１．５か
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ら３．０であることが好ましい。ブロー比がかかる範囲であると、ＴＤ方向の延伸効果が
特に高まるので、易引裂き性を有するフィルムを成形しやすい点で好ましい。
【００４４】
　本発明のフィルムにおける外層、中間層、内層の厚さの構成比は、特に限定されない。
中間層は、多層フィルムのカールを防ぎやすいという観点から、外層の厚さ又は内層の厚
さに対して１～３倍であることが好ましい。外層及び内層の厚さは、外層の厚さ：内層の
厚さ＝３：１～１：３であることが好ましい。外層及び内層は、多層フィルムのカールを
防ぎやすいという観点から、同一の厚さであることが好ましい。
【００４５】
　本発明のフィルムは、中間層、内層及び外層の３層に加えて、第２中間層、第３中間層
等のさらなる層を有していてもよい。つまり、中間層は複数の層からなるものであっても
よい。かかる場合、複数の中間層のいずれかが、上述の中間層の条件を満たしていればよ
い。本発明の効果を奏しやすいという観点から、複数の中間層の全てが、上述の中間層の
条件を満たしていることが好ましい。
【００４６】
　本発明のフィルムの全層厚さ（つまり、外層の厚さ、中間層の厚さ、及び内層の厚さの
合計値）は、特に限定されない。本発明のフィルムの全層厚さは、例えば、２０μｍ以上
２００μｍ以下に調整できる。
【００４７】
＜本発明のフィルムの性質＞
　本発明のフィルムは、ＴＤ方向の易引裂き性に優れ、ＭＤ方向の易引裂き性はほぼ有さ
ない。本発明のフィルムは一方向にしか易引裂き性を有さないので、ＭＤ方向及びＴＤ方
向の両方において易引裂き性を有する多層フィルムと比較して、高い強度を有する。本発
明のフィルムの易引裂き性は、実施例に示したトラウザー引裂き試験に基づき評価する。
【００４８】
　本発明のフィルムにおけるＭＤ方向及びＴＤ方向は、フィルムにおける、中間層の環状
オレフィン樹脂のドメインの形状、又は、炭素数が６以上８以下のα－オレフィンを共重
合した直鎖状低密度ポリエチレンのドメインの形状を、走査型電子顕微鏡等でフィルムの
断面を観察することにより特定される。例えば、ドメインが引き伸ばされている方向がＭ
Ｄ方向であり、それに対して直角に交わる方向がＴＤ方向であると特定することができる
。
【００４９】
　本発明のフィルムは、各種包装材（食品包装材、医療包装材等）や、容器の蓋材、ラベ
ル、スタンディングパウチ等として好ましく使用できる。また、本発明のフィルムは、単
独でも使用できるが、本発明のフィルムをシーラントフィルムとして使用し、本発明のフ
ィルムに公知の基材フィルムを積層させることもできる。積層の方法としては、押出コー
ティング法、ホットラミネーション法、ドライラミネーション法等の公知ラミネート方法
を使用できる。
【実施例】
【００５０】
　以下、本発明の実施例に基づいてさらに詳細に説明するが、本発明はこれらの記載に何
ら限定されるものではない。
【００５１】
　表１～３の組成に基づき、三層インフレーション成形機（トミー機械工業株式会社製）
を用いて、中間層、該中間層を挟む外層及び内層を有する３層のインフレーションフィル
ム（全層厚さ：５０μｍ）を調製した。インフレーションフィルムの成形条件は下記のと
おりである。なお、表中の各層の組成において括弧内に示した数値は、各層中の全組成を
１００質量％とした場合の、各成分の質量％を示す。例えば、実施例１の中間層において
は、２０４５Ｇが中間層全体に対して４０質量％、８００７－Ｆ６００が中間層全体に対
して６０質量％であることを示す。
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【００５２】
［成形条件］
　ダイス（ダイ口径：１０６ｍｍ、リップクリアランス：２．５ｍｍ）及びスクリュー（
φ＝４０ｍｍ、Ｌ／Ｄ＝２６）を使用して多層フィルムを作成した。なお、フィルムの外
層及び内層のシリンダー温度は１９０℃に設定し、フィルムの中間層のシリンダー温度は
２１０℃に設定した。また、ダイスの温度は１９０℃、ブロー比は２．０、引き取り速度
は１１ｍ／ｍｉｎにそれぞれ設定した。
【００５３】
　なお、表中の略称は、それぞれ下記の内容を指す。また、表中の括弧内の数値は、各層
における成分の割合を示し、単位は「質量％」である。
　　ＤＯＷＬＥＸ　２０４５Ｇ：炭素数が８のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度
ポリエチレン（チーグラーナッタ触媒を使用して製造されたものである。）、ダウ・ケミ
カル社製
　　ＥＬＩＴＥ　５１００Ｇ：炭素数が８のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度ポ
リエチレン（メタロセン触媒を使用して製造されたものである。）、ダウ・ケミカル社製
　　ＤＯＷＬＥＸ　２０４９Ｇ：炭素数が８のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度
ポリエチレン（チーグラーナッタ触媒を使用して製造されたものである。）、ダウ・ケミ
カル社製
　　ＤＯＷＬＥＸ　２６４５Ｇ：炭素数が６のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度
ポリエチレン（チーグラーナッタ触媒を使用して製造されたものである。）、ダウ・ケミ
カル社製
　　ＤＯＷＬＥＸ　２６０７Ｇ：炭素数が６のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度
ポリエチレン（チーグラーナッタ触媒を使用して製造されたものである。）、ダウ・ケミ
カル社製
　　Ｅｘｃｅｅｄ　ｍＰＥ　１０１８ＨＡ：炭素数が６のα－オレフィンを共重合した直
鎖状低密度ポリエチレン（メタロセン触媒を使用して製造されたものである。）、エクソ
ンモービル・ケミカル社製
　　ＬＬＤＰＥ　１００１ＸＶ：炭素数が４のα－オレフィンを共重合した直鎖状低密度
ポリエチレン（チーグラーナッタ触媒を使用して製造されたものである。）、エクソンモ
ービル・ケミカル社製
　　８００７Ｆ－６００：環状オレフィン樹脂、ＴＯＰＡＳ　Ａｄｖａｎｃｅｄ　Ｐｏｌ
ｙｍｅｒｓ社製
【００５４】
（トラウザー引裂き試験）
　ＪＩＳ　Ｋ７１２８－１　トラウザー引裂法に準拠し、幅５０ｍｍ、長さ１５０ｍｍの
試験片を用い、引張速度２００ｍｍ／ｍｉｎにて、オリエンテック社製テンシロンＲＴＭ
－１００でＭＤ方向及びＴＤ方向の引裂き評価を行った。
【００５５】
【表１】

【００５６】
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【表２】

【００５７】
【表３】

【００５８】
　表１及び２に示されるとおり、本発明の要件を満たす外層と、中間層と、内層とを含む
多層フィルム（本例においてはインフレーションフィルム）は、ＴＤ方向においては易引
裂き性を有するが、ＴＤ方向に直交するＭＤ方向には易引裂き性を有さなかった。
【００５９】
　他方、表３に示されるとおり、本発明の要件を満たさない多層フィルムは、ＴＤ方向、
及びＭＤ方向のいずれにおいても易引裂き性を有していた。
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